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B型肝炎訴訟和解協議に関する厚生労働大臣談話 :

B型肝炎訴訟和解協議に関する厚生労働大臣の談話を、別添のとおり配布します。



: 厚生労働大臣談話 :

平成 23年 1月 28日

B型肝炎訴訟については、平成 18年の最高裁判決にお
いてt集団予防接種によるB型肝炎ウイルスの感染につ |
いて国の責任が認められ、これと同様の状況にあるとし
て、現在、600人以上の原告の方が、全国で訴訟を提起
されているところです。                1

私としては、集団予防接種によりB型肝炎ウイルスに
｀

感染された方々におかれては、長い間にわたり、大変な
御労苦t御心労があつたことに深く思いを致すところで

‐

‐あります。
.ヽ

政府としては、昨年 5月 に和解協議の席に着いて以来t ‐
裁判所の仲介の下、平成 18年最高裁判決の枠組みの中で、
誠心誠意、和解協議を進めてまいりました。

こうした中、去る 1月 11日 に札幌地方裁判所からt「 B
型肝炎訴訟の和解に向けての当裁判所の見解」が示され

´

ました。                         ―

政府としてはご「裁判所の見解」に対する対応につき、  1

‐ 詈1栞棒認基藤薫換お1おち1ヾ
t今般、ヽ「その受け入れ」

とする対応案をとりまとめ、彗彗贅t基祟三ぶ三二菫主L三二:
| た6

本日までに、、与野党から下定のご理解をいただいたこ :

とを踏まえ、男1紙 (「 B型肝炎訴訟

^の
対応について」)

のとおり対応することを決定いたしました6

基 手     ■1よ
うt引き続き誠実に協議を,



(別紙)

日型肝炎訴訟への対応について

平成23年 1月 28日

B型肝炎訴訟については、その原因である集団予防接種が、一方で、感染症
から国民の生命 :身体を守り、自民全体に広く利益をもたらしたものであるがt

他方で、少なからず、被害を被った方々がいることも、また事実である。この

ように、この問題は、かつて例のない大変大きな広がりを持つものであり、政

治が真正面からしつかり向き合い、長期にわたうて責任の
｀
ある対応をとること

が必要である。1         ,
: こうした認識の下、政府としては、既提訴原告のみならず、今後訴訟を提起

する者への対応も視野に入れ、財源確保本も含めた全体の枠組みを固めてぉく

ことが不可欠と考える6本件の原因が集団予防接種であることを踏まえ、こう
した枠組みを国民全体で支えていただくことについて、国民のご理解をいただ
きたいと考える6           1             ｀

そこで、政府|と しては、このような考え方の下t以下のとおり対応すること
としたいし         i …

T、 平成 23年 1月 11日 に札幌地方裁判所から示,された「目型肝炎訴訟の和

解に向けての当裁判所の見解」につ.いては、基本的にこれを受け入れ、裁

判所の仲介の下、既提訴原告との間で早期に「基本合意」に至れるよう調

整を行う。    |

=、 また、本件の全体解決に向けて、財涼確保策も含めた全体の枠組み|二つ

いて、「別添」:を基本としつつ、上記「基本合意」に沿つて、吏に詳細な

制度設計を行う。その取扱いについては、今通常国会の会期末までに各党
:協議に付すこととしたい。

別 添 B型肝炎訴訟への対応スキニム (骨子案 )



:1       別添

日型詳奥訴義人の対応不キァム(言千葉)

1.目 的

OB型 肝炎訴訟について、今:後訴訟を提起する者も含めた対応を行うためのスキーム
を構築する。

2.対象者とその認定
(1)対象者は、昭和23年から昭和63年までの集団予防接種における注射針等の連続使
用により満7歳までの間にB型肝炎ウイルスに感染した者     i
(2)対象者は裁判所が認定する。

(1)主な給付金額
イ 死亡・肝がん・肝硬変 (重度)●   3′600万円
口 肝硬変 (軽度)          2′ 500万円
ハ 慢性B型肝炎    : .   1′ 250万円

(2)除斥期間が経過した無症候性キャリアヘの政策対応: 
無症候性キャリア 給付金50万円及び定期検査費用(年4回まで)等
(3)病態が進展した場合、既に支給した一時金との差額を追加給付金として支給((2)
の無症候性キャリアの病態が進展した場合には(1)の給付金を支給)

(4)給付金等の請求には、二定の請求期間を設ける。

4.財源確保策
o当 面の和解金等の支給に必要な費用を踏まえ、特別の財源措置を講ずる。

D支鈴事森蔽、支給法人|三お|ヽ
て実施する:|


